
地方創生推進交付金事業におけるＫＰＩの設定について 資料２－１

地⽅創⽣推進交付⾦について

地⽅公共団体の⾃主的・⾃発的で先導的な事業を⽀援。
地域再⽣法に基づく法律補助の交付⾦として、地域再⽣計
画の認定の下、３年から５年の間、安定的に地⽅公共団体
を⽀援。

[平成28年度創設。申請事業約1,940件（令和３年度）]

• （先導性要素）⾃⽴性、政策間連携、官⺠協同、地域間
連携、事業推進主体の形成、⼈材の確保・育成

• （対象分野）農林⽔産業、観光振興、ローカルイノベー
ション、地⽅へのひとの流れ、働き⽅改⾰、まちづくり

• （1事業当たりの事業実績額）3,413万円（令和元年度）

うち市町村分 2,096万円

• （ＫＰＩの設定状況）採択された事業において⼀事業当
たり約３個のＫＰＩが設定されている

地⽅創⽣関係交付⾦事業におけるKPIにより、地⽅版総合戦略等に掲
げられた地域の⽬指す⽬標に対して、どのような取組プロセスを経れば、そ
の⽬標が達成可能なのかを考えて設計された交付⾦事業において、その
取組プロセスを実現できているかどうかを数値で計測する。

地⽅創⽣関係交付⾦事業におけるKPI設定の視点
地⽅創⽣関係交付⾦事業では、取組の⾃⽴性が確⽴されることを重視。取組
の⾃⽴性を確⽴するためには、①事業のマネジメントサイクル（PDCA）への意
識を⾼めること、②“確かなPDCAサイクルの稼働”を実現するために適切なKPI
を設定・管理することが必要である。
地⽅創⽣関係交付⾦事業におけるKPIの設定にあたっては、事業の成果・進
捗を測るため、下記の基本的な視点に留意することが重要である。
視点１︓「客観的な成果」を表す指標であること
○成果・効果を捉えたアウトカム指標となっていること
○主観的でない、定量化されたKPIとなっていること

視点２︓事業との「直接性」のある効果を表す指標であること

○達成を⽬指す⽬標と交付⾦事業のKPIとの因果関係が明確であること
○交付⾦事業によって現れた成果だと説明できるKPIであること

視点３︓「妥当な⽔準」の⽬標が定められていること
○⽬指す⽔準の根拠が説明できるKPIとなっていること
○費⽤対効果の観点からも妥当なKPIとなっていること
○到達を予⾒できる低い⽔準のKPIを設定しないこと
○事業環境を踏まえた⽬標⽔準とすること

その他の留意すべき視点

○事業⽬的に合致したKPIが設定されていること
○複数の観点でKPIが設定されていること
○事業進⾏中を含む評価や進捗管理に適したKPIとなっていること
○KPIや⽬標⽔準の検証を⾏うこと

[地⽅創⽣事業実施のためのガイドライン（令和３年３⽉）より抜粋]4



※KPIの設定については、農林⽔産、観光振興分野の他に、ローカルイノベーション、地⽅への⼈の流れ、働き⽅改⾰、まちづくりの分野に関して
主なKPIの事例を⽰している。

代表的なＫＰＩの例 [地⽅創⽣事業実施のためのガイドライン（令和３年３⽉）より抜粋]
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※KPIの設定に当たり参考となる政府統計として、国勢調査、県⺠経済計算、
農業統計、事業所統計、⼯業統計、観光統計、労働統計、⼈⼝動態統計など
広範な統計調査をガイドラインにおいて紹介。  主たるKPIとその補助的なKPIの設定により、段階的に事業

成果等を確認
帯広市における⼗勝・イノベーション・エコシステム推進事業では、地
⽅版総合戦略の数値⽬標として掲げた「創業・起業件数」を主たる
KPIとして設定しつつ、事業の成果や課題検証を段階的に⾏えるよ
うに２つの補助的なKPIを設定した。具体的には、主たるKPIの達
成に向けた⽀援の進捗を確認する「創業・起業⽀援件数」（①）
と、創業・起業に係る裾野の広がりを確認する「創業・起業⽀援件
数」｢創業・起業⼈材育成プログラム修了者数」（②③）を設定し
た。
[KPI]
①創業・起業件数⽬標190件→実績144件
②創業・起業⽀援件数⽬標570件→実績513件
③創業・起業⼈材育成プログラム修了者数
⽬標144⼈→実績310⼈

 RESASデータから⾒える化した「18歳の崖」を⾒て、市職員
全体が強烈な危機感を認識

津⼭市の「住み続けたい、住みたいを実現するまち創⽣計画」では、
RESASのデータから、⾼校・⼤学卒業後の若者の転出数が極端に
多いという事実を市職員全体が再認識し、強い危機感を感じた。
普段漠然と感じていることであっても、データで確認したことにより「18
歳の崖」を強く認識し、市共通の課題として関係者で共有し、移住
⽣活体験サポートや若者の定住応援プログラムに結び付けることが
できた。
[KPI]
①津⼭圏域外から津⼭市への移住者数
⽬標840⼈→実績1,085⼈
②新規学卒者地域内就職者数（津⼭・美作管内）
⽬標2,061⼈→実績2,069⼈
③⼤学⽣のインターンシップ実施者数 ⽬標28⼈→実績75⼈
※ 企画⽴案段階でRESASを活⽤した事例を9つ紹介。

KPIの設定に係る具体的な事例（ガイドラインより抜粋）
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※各事業のKPIの達成に向けて交付⾦事業をより効果的・効率的に実施するため、「（交付⾦事業のPDCAサイクルの中で）取り組むべきこと」を地⽅公共
団体に⽰すとともに、その実施状況を毎年、内閣府において検証

[地⽅創⽣事業実施のためのガイドライン（令和３年３⽉）及び地⽅創⽣推進交付
⾦事業の効果検証に関する調査報告書（令和３年３⽉）に掲載されている内容を
もとに加筆]
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